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日本の産業別労働組合研究（中）
－産業別交渉の模索－




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3 総評，府県総評，地区労 4 未組織労働者の組織化
5 居住地組織と家族組織 6 組合運営 7 青年部と婦人部
8 戦線統一 9 国民的結合のための諸問題 10 労働組合，政党
注）細部の項目は「1 職場活動と職場組織」及び「2 産業別組織と企業別組織」のみあげてある。
33 労働教育センター編『総評組織綱領と現代労働運動』1979年，29頁。なお，組織綱領草
案の全文は同書に収められているので，本稿はここから引用する。
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内の労働者を直接動かそうとする傾向が強かった。気早足早に産業別単一化
も活発に論議されていた」（草案2－①）と述べることで，「気早足早の産業
別単一化」論を戒めている。また企業連との関係では，産業別の単一化は「相
当長期的な人的物的プログラムをもってじっくりかかってゆく必要がある」
（草案2－④）と記述しているように，長期的な目標（基本目標）として位
置づけられていた。
したがって，組織綱領草案の今一つの意義は，基本目標である産業別組織
の確立にあたって，1950年代前半に総評の各組合が積み重ねてきた「豊富な
経験」の総括に基づこうとした点にあると言ってよい。
組織綱領草案の背景について，草案作成者である清水慎三はこう述べてい
る。
「髙野さんの“ぐるみ闘争方式”に対置したかたちで“産業別統一闘争”
による，経済闘争中心をとなえて登場してきたのが太田・岩井さんたちでし
た。そこで，この基調となるべき路線を明確に運動論のなかで位置づけたい
という気持ちが首脳部のなかにあった。…すでに展開され経験した諸運動を
運動論的に体系化した組織綱領をつくろうという機運がでていた。組織綱領
委員会がつくられたのは1956年，太田・岩井ラインの成立から1年のちのこ
と」であった34。
そうした「展開され経験した諸運動」（清水慎三）あるいは「豊富な諸経
験」（太田薫）のなかで，組織綱領草案（委員会）がとりわけ注目したのが，
私鉄総連と炭労の職場闘争であった。
産業別労働組合との関係という観点から，草案における職場闘争の位置付
けを見ると，まず第1に，1952年電産争議の敗北（そして企業別組合への分
裂という事態）に見られるように，組織形態が単一の産業別労働組合であっ
ても，経営側の攻勢のもとで，あっけなく瓦解するという厳しい現実を直視
していた。したがって，産別組合は企業意識の克服を通してつくられなけれ
ばならないという問題意識が強く出ている。そして「企業別労働組合の欠か
んを是正する道の中」に北陸鉄道労組や三池労組等で実践された職場闘争を
34 同上『総評組織綱領と現代労働運動』，8頁。
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据えたのであった（草案1－①）。
ここに言う職場闘争の実践は，戦後初期に職場闘争と呼ばれたものとは，
質的にも異なっていた35。かつて産別会議が地域人民闘争へ発展させるため
に取り組んだ職場闘争は，「革命段階としての戦術から出ており，またその
やり方も末端職制へのつるし上げに偏し，指導方法も引き回しに過ぎ」たた
め，組合運動に広く深く根をはることができないまま」であった。それに対
して，1950年代前半の北鉄労組や三池労組等における職場闘争は，経営側が
職場を掌握するために強化しつつあった職制機構との対峙という内容を持っ
ていた（草案1－④）。そこに，質的相違・新しさがあったのである。
第2に，職場闘争は「労働組合活動の基調」ではあるが，なぜそのことが
産業別労働組合への道となるのかという問題である。草案は，「職場闘争は
産業別統一闘争や地域共闘の基礎でありその中味を充実させるものであるこ
と，職場要求と職場闘争にはそれ自体に全体闘争への発展的要因が内在し，
発展させなければ解決できないものがあること」を挙げている（草案1－⑦）。
この意味は，労働者自身が，「自ら団結する以外に生活を明るく楽にし自ら
の力を貯え高めることができないことを知るかぎりにおいて，産業別に大結
集」する他はないからである（草案2－③）。職場闘争のなかで，いわゆる
大衆の経験を通して，産業別組合への道を歩むことができると考えられてい
る。
たしかに産業別組合の本来は「個人加盟の単一組織」である。しかし現実
には，企業別・事業所別の単位組合を元にして日本の産業別組織は存在する
ので，「企業内全員加盟の姿を維持しながら実益の伴った形で移行するため
の配慮と準備」が必要である（草案2－④）。そして全員一括加盟の単位組
合である以上，そこには様々な考え方の労働者がいるが，「一人一人の労働
者の意識変革は産業別統一行動の中でもっとも広汎に行われる」（草案2－
③）。やはり，ここでも実際上の経験が重視されている。
以上の草案を，産業別組合という観点から改めて要約すると，近代的労働
運動の常識である「一経営一組織，一産業一単産」は，日本では（西欧諸国
35 前掲兵藤釗（1997），113頁。
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と異なるものの）企業別組合を「一経営一組織」のなかに位置づけ，そうし
た単位組合の集まりである産業別組織を産業別労働組合に発展させることが
できると展望しつつ，個人加盟とは異なるが故に職場闘争と産業別統一闘争
の大衆的諸経験を通して不断に意識変革を図ろうとする，言わば壮大な構想
であったと思われる。
総評「組織綱領」草案は，先に述べたように，1958年の総評第10回大会に
報告された。それを受けて，翌年には，各単産・単組，地区で討議に付され
たようである。総評加盟組合のなかでは，炭労，合化労連，国鉄，自治労，
全電通，私鉄，紙パ，都市交，全国税等で，また県評のなかでは，大阪，長
野，新潟，福岡，京都，宮城，北海道，愛知，神奈川等において討議が行わ
れたが，「全然討議がなされていないところが多い」ことから，引き続き討
議していくことになった36。
たしかに，『総評20年史』が言うように，「多くの組合幹部，活動家にアピー
ルしたばかりでなく，賃金綱領の場合とまったく同じく，多くの有力単産の
綱領作成運動をよびおこした。…組織綱領は，こうしてこれまでの運動の集
約と法則化であると同時に，大衆討議がすすむなかで，来るべきたたかいへ
の組織的な体制づくりをみちびくものとして大きな役割を持った」37。しかし
草案は，草案にとどまり総評の「組織綱領」になることはできなかった。草
案は，大衆討議に付されたものの，総評大会で正式に決定されることはなく，
1964年7月の第26回大会で総評「組織方針」が決定されたことによって，つ
いに「お蔵入り」することとなったのである。
本節では，日本の労働運動史上，職場闘争を重視したものとして高く評価
されてきた総評組織綱領草案を，産業別労働組合の視点から再検討した。戦
後日本の産別運動がいったん挫折した後，1950年代前半における「産業別賃
金決定混乱の時代」を経て，職場闘争を基調とする産業別労働組合の構想と
して打ち出されたというのが，組織綱領草案の一つの意義であった。それは，
「個人加盟の産別組合」ではなく，労働運動のリアリズムとしての企業別組
36 前掲『総評30年資料集〈上〉』，345頁。
37 前掲『総評20年史』，795～796頁。
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合を，産業別組織の中でいかに位置づけ直していくかという，それなりに壮
大な試みであったと言えよう。
総評のなかで組織綱領草案がその後に果たした役割は，けっして小さくは
ない。なるほど，草案が注目した職場闘争を展開した炭労（三池炭鉱）は，
エネルギー革命のなかで産業そのものが衰退して小さくなり，また同じく私
鉄総連（北陸鉄道）も，1960年代に単一産別化を追求したものの果たせなかっ
たことは事実である38。しかし，組織綱領草案の理念は，いくつかの産業別
組織の方向性のなかに見て取ることができる。
総評組織綱領草案が，1950年代前半の産別交渉の模索の中から提起された
一つの理念だとすれば，実際に進行していく模索の出口は，春闘の開始以降
発展していく産業別統一闘争にほかならなかった。産業別統一闘争は，草案
の中で長期的な基本目標として位置づけられた産業別労働組合への道にどう
いう影響を与えたのか。そのことを明らかにするのが，本稿のつぎの課題で
ある。
38 松村文人「私鉄の産業レベル労使関係」前掲松村文人編（2013），参照。
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